
平成２０年６月１４日に岩手・宮城内陸地震（最大震度６強，M７．２）が発生し，宮城県栗原
市，岩手県奥州市を中心に甚大な被害をうけました。最も大きい被災をうけた栗原市では，この
５月になって１１カ月ぶりに避難指示・勧告が解除され，また同時に「駒の湯温泉」跡で行方不
明者になっている従業員２名の捜索も再開されました。まだまだ爪痕は生々しく残っています。
今回の岩手・宮城内陸地震の最初の揺れを感じたとき，とっさに宮城県沖地震？と思いまし
た。それは，全国で今後の地震発生確率が最も高く予想されているのが宮城県沖地震で，１０年
以内の発生確率は７０％程度，２０年以内の発生確率は９０％程度以上，３０年以内の発生確率は
９９％以上と予想され，いつ発生してもおかしくない状況にあるからです。しかし，震源地は岩
手県内陸南部というニュース速報が流れ，内陸地震であることを知りました。内陸地震も宮城県
では，平成１５年（２００３）７月２６日に前震（震度６弱，M５．６），本震（震度６強，M６．４），最
大余震（震度６弱，M５．５）と，震度６弱以上の地震が１日に３回発生した宮城県北部連続地震
を経験しています。したがって，その内陸地震のときの被害状況が一瞬脳裏をよぎりました。と
ころが，被災地の状況がテレビの映像で流れるたびに，その様相はまったく異なるものであるこ
とを認識いたしました。そして，初めて現地に足を踏み入れたときに真っ先に目に入ってきた光
景は，荒砥沢ダムに流入した土砂も含め，その背後に広がる大量の崩壊土砂でありました。それ
は斜面崩壊，土砂崩れなどと表現されるものとはあまりにも違い過ぎ，凄まじい山体崩壊の姿で
ありました。
今回の岩手・宮城内陸地震の復旧・復興のため国（農水省・林野庁・国土交通省），岩手・宮
城両県の関係機関では，岩手・宮城内陸地震に係る３つの委員会・検討会を設置しました。それ
は，災害対策の基本方針と整備計画および警戒避難体制のあり方を検討する「土砂災害対策技術
検討委員会」，迫川，磐井川，胆沢川流域における大規模な地すべり，山腹崩壊等の山地災害の
本格的な復旧対策，計画を検討する「山地災害対策検討会」，貯水池内に大量の土砂が流入した
荒砥沢ダムの復旧対策等を検討する「荒砥沢ダム復旧・復興対策検討会」の３つです。

荒砥沢ダムの復旧対策の検討に関わって
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農業農村整備関係で最も大きな被害をうけたのは荒砥沢ダムで，筆者も「荒砥沢ダム復旧・復
興対策検討会」に関わらせていただきました。この検討会は，土砂流入によって失われた利水，
治水機能の回復を中心とした復旧・復興対策の検討でしたが，なんと言っても貯水池内に流入し
た土砂の扱いが最大の課題になりました。今回の地震では，約３，５００カ所で崩壊・地すべりが生
じ，１３０百万m３の不安定土砂が発生しました。そのうち荒砥沢ダム上流域での推定土塊移動量
は約６７百万m３と全体の約半分を占めます。このうち，荒砥沢ダムの有効貯水容量内への流入
土砂量は約１５０万m３，有効貯水容量より上部（非洪水期サーチャージ水位以上）流入土砂量は
約２７０万m３，合わせて約４２０万m３の流入土砂量となりました。この流入土砂量の全量撤去は上
流部の崩壊状況をみても現実的ではなく，結局は背後の大規模地すべりの安定性に影響を与えな
い範囲，すなわち大規模地すべりの受動破壊を助長する範囲とならないこと，ということで有効
貯水容量内へ流入した土砂の約１/３に相当する約５０万m３（流入先端部）を排除することとしま
した。この判断をする上で，検討会のメンバーに「山地災害対策検討会」の座長で地すべりがご
専門の先生，土木学会・地盤工学会・日本地震工学会・日本地すべり学会の合同調査団の団長で
地盤工学がご専門の先生方に加わっていただき，流入土砂撤去と上流地すべりとの関連について
適切なご意見がいただけたのは大変良かったと思っております。さらに，この復旧・復興対策の
基本方針が比較的短期間に決定できましたのは，関係機関の中でも中心的役割を果たされた東北
農政局整備部と宮城県農林水産部農村振興課，同土木部河川課の連携が非常に素晴らしかったこ
とによるものと考えています。今回のような災害を想定して関係機関では災害対応のネットワー
クが事前に構築されていなかったと思われますが，行政の底力を見させていただきました。この
対応のうまくいった秘訣，たとえば失われた治水機能の回復については荒砥沢ダムを管理してい
る県土木部が，利水機能の回復は荒砥沢ダムを建設した東北農政局と県農林水産部が主導的に対
応することなどの役割分担の明確化と相互理解のノウハウ，などをきちんと整理して今後の災害
対応マニュアルの一つとして継承していただければと考えております。
ところで，今回の地震では，荒砥沢ダム本体は基礎部（監査廊）の最大加速度が１，０００gal 以
上（ダム軸直角）と大きく揺すられた割には，堤体の天端において鉛直沈下量が２０cm程度に
とどまりました。このことにより，わが国の世界に誇れるフィルダム建設の技術水準の高さを再
認識させられました。また，荒砥沢ダムのある栗原市では死者９名，行方不明者８名と多くの犠
牲者を出しました。あらためて哀悼の意を表したいと思います。一方，荒砥沢ダム建設の際に，
水没のため立ち退き移転した戸数は５戸あり，その方々は今回の被災を免れることができまし
た。現地の被災状況からみますと，もし荒砥沢ダムが建設されていなければ，かつての水没家屋
地点まで大量の土砂が押し寄せていたものと推察されます。ダム建設における水没家屋移転は，
現在の公共事業評価で言えば“なかりせば効果”としてきちんと評価されるべきものであるとい
うことも実感させていただきました。
この荒砥沢ダムをはじめ被災箇所はこれから本格的な復旧工事が進められますが，復旧工事が
順調に進み，一日も早い復興を願わずにはおれません。

〔２００９．６．４．受稿〕
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I． は じ め に

平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震では，国

土地理院のGEONETにより震央の周辺で南東への

大きな移動と隆起を示す領域と西向き移動を示す領域

が示された（図‐１）１）。前者は震源断層の上盤側地盤，

後者は下盤側地盤と考えられ，これらの境界付近には

地表地震断層の出現が想定される。産業技術総合研究

所活断層研究センターは地震直後より震源域の地表変

状を調査し，荒砥沢ダム上流の大規模地すべり（以下，

荒砥沢地すべりと呼ぶ）周辺でいくつかの「地震断層」

を記載した２）～４）。そのうち荒砥沢地すべり北東の市道

馬場駒ノ湯線を大きく変位させる横ずれ断層（以下，

荒砥沢断層と呼ぶ）については，南北走向の分岐逆断

層の南方延長が地すべりを縦断し，荒砥沢ダム右岸側

の管理用道路に生じた圧縮変形に連続すること，断層

が周辺の地すべりを誘発した可能性の高いことが指摘

された２）～４）。本報では，地震前後の地盤変動を評価す

る手法として荒砥沢地すべり周辺における地震前後の

各種の測地データに着目し，これらの比較により地震

時の地盤変動と荒砥沢地すべりとの関係について検討

する。

II． 航空レーザ測量データの比較

荒砥沢地すべりの北西約４kmの電子基準点栗駒２

では，地震により南東へ１．５mの水平変位，２．１m

の隆起が観測されており１），周辺地盤ではmオーダー

の３次元的な変位分布が予想される。航空レーザ測

量データは世界測地系に基づく高密度の３次元座標

値の集合であることから，地震前後の航空レーザ測量

データを比較し，その変化から地盤変動状況の把握を

試みた。ここで，２時期のDEMを利用した平面座標

点ごとの高さ成分の差分解析では，３次元的な地盤変

動による上下動成分と水平移動成分を分離できないた

め，２mメッシュDEMから作成した５m等高線図

を重ねあわせ，等高線の重なり具合から地表変動の定

性的傾向を検討した。航空レーザ測量データは国際航

業株式会社により地震前の２００６年と地震直後の２００８

年６月１５～１６日に取得されたもので，地物除去処理

後の２mメッシュDEMである。等高線図は，２時

期のデータが存在する領域について，Golden Soft-

ware 社製 Sufer を用いてクリギング補間により作成

した。

図‐２の範囲について２時期の等高線の重なり具合

を検討した結果，以下の２点を指摘できる。

①図‐３の範囲では，図中の太一点鎖線を境界とし

て，北側では地盤全体の東方向への移動を示す等高線

の系統的なずれが認められる。これは尾根部を通過す

る市道馬場駒ノ湯線にみられる右横ずれ変位と調和す

る。この境界線の中央部は，太実線で示した荒砥沢断

層の東西走向区間に，東部では北東－南西走向区間

に，西部では南北走向区間にそれぞれほぼ一致する。

②図‐３の太一点鎖線より南側では，等高線の補間

に伴う誤差の影響が少ないと考えられる急斜面や尾根

のピーク部（図‐４）および植生のないダム堤体（図‐５）

などに着目すると，等高線分布がほぼ重なる箇所が多

数認められる（図‐２の楕円部）。特に荒砥沢ダム右岸

については，管理用道路に生じた圧縮変形（図‐５の
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図‐１ 平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震に伴う地殻
変動ベクトル図（水平変動）１）
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×印）の東西両側で等高線分布の一致箇所が認めら

れ，①のような等高線分布の広域的なずれは認められ

ない。

これらの点から，検討範囲における荒砥沢断層の南

側では，２mメッシュDEMに基づく等高線図の変化

として現れるようなオーダーの大きさの地形変化は生

じていないと考えられる。

III． 基準点座標の変化

図‐１によると，電子基準点栗駒２と栗駒の水平変

位は対向しており，その間に地表地盤変動の収束境界

が存在するはずである。そこで，これら２点の間で

収束境界の位置を限定するため，地震前後の測地座標

の変化が求められる点として，表‐１に示す電子基準

点１），GPS連続観測点５），三角点および荒砥沢ダム基

準点を取り上げ，これらの座標変化を図‐６に示した。

三角点および荒砥沢ダム基準点の地震後の座標は，国

土地理院による電子基準点測量成果改訂後に電子基準

点栗駒２等を基準点としてGPS測量により求めたも

のである。

図‐６によると，荒砥沢地すべり西側の三等三角点

木立は地震前の座標値に対し，南東に２．１mの水平

図‐４ 荒砥沢ダム湖周辺の５m等高線図の比較。凡例は図‐
２，３に同じ

図‐２ 地震前後の地形変化検討範囲。地震後の航空レーザ測
量データによる２０m等高線図。楕円は不動と判定さ
れる尾根部等

図‐５ 荒砥沢ダム周辺の５m等高線図の比較。凡例は図‐
２，３に同じ。×は管理用道路に生じた圧縮変形

図‐３ 荒砥沢断層周辺の５m等高線図の比較。細実線は
２００６年，細破線は２００８年データ，太一点鎖線は等高
線分布状況の異なる範囲境界，太破線は大規模地すべ
り地の境界，太実線は荒砥沢断層４）
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変位と１．５mの隆起と，電子基準点栗駒２と同様の

大きな変位量と向きを示す。これに対し，荒砥沢地す

べり東方の三等三角点日影森では西北西に０．３５mの

水平変位と０．０９mの隆起，四等三角点駒堂では西に

０．５７mの水平変位と０．３１mの沈下と，先の２点と

は大きく異なる向きと大きさの変位を示す。荒砥沢ダ

ム基準点では堤体左右岸の基準点では西～西北西に

０．４６～０．６３mの水平変位，０．０５～０．２２m隆起を示

し，ダム右岸の圧縮変形の西側の基準点Cでは北西

に０．２０mの水平変位と０．６１mの隆起を示す。

これらの結果を総合すると，荒砥沢断層および荒砥

沢地すべりより北西側ではmオーダーの南東向き水
ひつ

平変位と隆起を示す。そして，南東側では東北大櫃

が もり

ケ森観測点５）および図‐６には示していない電子基準点

栗駒を含めて西～北西向き０．２０～０．６３mの水平変位

を示し，荒砥沢断層寄りでは隆起，荒砥沢断層から離

れるに従い沈下の傾向を示す。これらの変動傾向の大

きく異なる地盤の境界は，やはり荒砥沢断層に求めら

れる。ダム右岸の圧縮変形の東西での基準点座標の変

化は，道路に現れた東西圧縮，西側隆起の変位と調和

する。しかし，圧縮変形西側の固定点Cにおいても

西向き変位を示すことから，この部分が栗駒２や木

立と同じ地盤ブロックに属するとは考えにくい。この

圧縮変形発生箇所は，ダム基礎となっている硬質の葛

峰層と上位の軟質な小野松沢層との不整合部に相当し

ており，不整合面を境とする地層の震動特性の違いが

変形の要因として指摘されている６）。したがって，荒

砥沢断層の西側延長は，荒砥沢地すべりの頭部を横断

し，西～南西方向へ続くものと推定される。そして，

地すべり頭部における斜面下方方向への断層変位は，

地震動とともに荒砥沢地すべりの活動の大きな要因に

なったと考えられる。

IV． 地盤変動の時系列変化

それでは，地震に伴うmオーダーの地盤変動はど

のような経過で生じたのだろうか。地盤変動の時系列

変化を解明するため，GPSデータをエポックごとに

干渉測位解析するエポック・バイ・エポック解析法７）

を用いて，電子基準点の詳細な変位の解析を試みた。

図‐７は，地震前後で変動の小さかった電子基準点

宮城大和（図‐１）を基準として電子基準点栗駒２の

本震前後の変位について，標準の電子基準点GPS

データである３０秒間隔で解析したものである。各成

分のmオーダーの変位は１エポック３０秒以内に生

じていることが示されている。一方，電子基準点では

RTK測位用に１秒エポックのデータも生成されてい

る。栗駒２では本震直後に１秒エポックデータが途

絶えたため，栗駒２の次に水平変位が大きかった電

子基準点皆瀬（位置は図‐１参照）について電子基準

点宮城大和を基準局とする１秒エポックデータの解

表‐１ 基準点座標の変位量

基準点名 種別
南北変位
北が＋
（m）

東西変位
東が＋
（m）

水平変位
（m）

上下変位
（m）

栗駒２ 電子基準点 －１．１７ ０．９３ １．４９ ２．０９

木立 三等三角点 －１．３９ １．５２ ２．０６ １．５２

日影森 三等三角点 ０．１２ －０．３３ ０．３５ ０．０９

駒堂 四等三角点 ０．０１ －０．５７ ０．５７ －０．３１

固定点A ダム基準点 ０．０２ －０．５７ ０．５７ ０．１３

固定点C ダム基準点 ０．１２ －０．１６ ０．２０ ０．６１

固定点E ダム基準点 ０．１８ －０．５４ ０．５７ －

固定点H ダム基準点 ０．１２ －０．６２ ０．６３ ０．２２

櫃ケ森 東北大GPS点 ０．２５ －０．２０ ０．３２ －０．０７

栗駒 電子基準点 ０．１３ －０．１４ ０．２０ －０．０２

図‐６ 地震前後の基準点座標変化

図‐７ 電子基準点栗駒２の３０秒エポックごとの変位
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析を行った。皆瀬では電子基準点岩崎（青森県，位置

は図‐１参照）を基準局として東南東に０．２９mの水

平変位，０．０２mの沈下が確認されている１）。図‐８に

よると本震発生直後の約１０秒間，すなわちほぼ本震

継続時間に相当する時間のうちに０．２９mの水平変位

が生じていると判断される。

このような短時間のうちに生じた大きな地盤変動

は，荒砥沢地すべりの発生に直接的に関与した可能性

が高いことを支持する。

V． お わ り に

地震前後の航空レーザ測量データおよび基準点座標

の測地データの変化により，荒砥沢地すべり周辺の地

盤変動の把握を試みた，その結果，荒砥沢断層が変動

量および変動方向の大きく異なる地盤同士の境界とな

ることを示し，さらに，荒砥沢断層の西側延長は荒砥

沢地すべりの頭部を横断し，南西方向に続く可能性が

高いこと，短時間に生じた断層変位が地すべり活動の

大きな要因となった可能性が高いことを示した。

荒砥沢断層は地表変動の収束境界に相当するが，地

下の震源断層との関係については反射法探査等の地下

地質調査により明らかにしていく必要がある。また，

荒砥沢断層の東西への延長部の把握には，今回の検討

範囲よりさらに周辺の三角点について地震前後の座標

変化を明らかにすることが有効と考えられる。
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農政局，宮城県農林水産部，栗原市の関係各位には，

現地調査，データ収集にご協力いただいた。国土地理

院には電子基準点データおよび公表停止中の基準点測

量成果を利用させていただいた。東北大学太田雄策博

士には東北大のGPS観測データについてご教示いた

だいた。これらの皆様に謝意を表します。
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図‐８ 電子基準点皆瀬の１秒エポックごとの変位
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I． は じ め に

平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震（２００８

年６月１４日８時４３分ころ，深さ８km，気象庁マグ

ニチュード７．２）１）が発生した震央の地域を中心に，ダ

ム左岸の貯水池上流の国有林野に大規模地すべり２）が

発生した荒砥沢ダムを始め多数の農業用大ダムが供用

されていたが，安全性に問題が生じるような顕著な変

状は発生せず，貯水・構造機能が確保されていた。

本地震における震央近傍の主な農業用大ダムの被災

状況と地震観測の加速度波形記録から地震時挙動の特

徴について報告する。

II． 地震の概要１）

平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震において

岩手県奥州市衣川区と宮城県栗原市一迫（共に地方公

共団体の震度観測点）で震度６強，栗原市栗駒や宮

城県大崎市古川三日町（共に気象庁の震度観測点）で

震度６弱を観測した。東北地方を中心に北海道から

関東・中部地方にかけて震度５強～１を観測した。震

度分布では，震源の南東側の震度が大きい傾向が現れ

ていた。奥州市衣川区では三方向合成１，８１６．５cm/s２

およびKiK-net の IWTH２５（一関西）３）では地表上下

動３，８６６cm/s２，三方向合成４，０２２cm/s２と重力加速

度の２～４倍に相当する加速度を記録した。本震は，

西北西―東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型で，地殻

内で発生した。

III． 被 災 状 況

図‐１に本地震の震央と震央近傍の大ダムの位置を

示す。震央の東側から南側を取り囲むように衣川防災

ダム群の衣川１～５号ダムの５ダムと栗駒ダムと荒砥

沢ダムが位置している。これらのダムのうち，衣川防

災ダム群の５ダムのうち４ダムと荒砥沢ダムが被災

した。衣川防災ダム群の被災４ダムのうちの衣川１

号ダムでは，堤頂上流側法肩の石積パラペットおよび

この上部の高欄が堤体中央を中心に堤頂のダム軸に

沿って上流側へ傾倒した。さらに，堤頂下流側法肩部

にダム軸方向に亀裂が発生した４）。本ダムは均一型

フィルダム，堤高が３５．５m，１９６３年竣工であり，震

央距離は約１１kmと農業用大ダムの中で最も震央に

近いダムであった。地震発生時，貯水されていなかっ

た。他の防災４ダムは，傾斜遮水型・中心遮水型

ロックフィルダムや複合ダム，堤高は２０．５～４１m，

１９５４～１９８７年竣工と多様である。栗駒ダム（重力式

コンクリートダム，堤高５７m，１９６２年竣工）は震央

距離が約１４kmと農業用大ダムの中で衣川１～４号ダ

ムについで五番目に震央に近いダムであった。しか

し，堤体の安全性に問題は認められなかった５）。

１． 荒砥沢ダムの被災状況

荒砥沢ダムは中心遮水ゾーン型ロックフィルダム，

堤高が７４．４m，有効貯水量が１３，５１０千m３，１９９８年

に竣工したダムである。震央距離は約１６kmである。

本ダムはマグニチュードと震度分布（旧震度階）によ

る経験則からは旧震度階の震度VI６）の範囲内（震央距

離約２１kmに相当する円内）に位置する。

本ダムの被災状況は以下に示すとおり顕著な被害は

†農村工学研究所 地震，農業用大ダム，地震時挙動

小特集 平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震による農地・農業用施設の被害報告－２

農業用大ダムの被災状況と地震時挙動
Damage and Seismic Behavior of Large Dams for Irrigation

（MASUKAWA Susumu）
増 川 晋†

（ASANO Isamu）
浅 野 勇†

（TAGASHIRA Hidekazu）
田 頭 秀 和†

（HAYASHIDA Yoichi）
林 田 洋 一†

図‐１ 震央（★）と農業用大ダム（●）の位置

報 文

水土の知 ７７（７） ５４１



なく，貯水機能が確保されていた。地震後の安全点検

における沈下量や移動量の測定において測量固定点の

移動が考えられたため，絶対値を得るための基準点か

らの再測量を実施した。この結果，ダムサイトの地盤

において全体が西やや北方向へ最大６０cm程度の水

平移動および５～２５cm程度の隆起が確認された。

（１） 浸透水量・濁度・間隙水圧 浸透水量は，地

震前後において総浸透水量（右岸・河床・左岸部の３

系統の合計）が２００L/min から２５０L/min に増加し

た。この増加した浸透水量は既往の観測結果を超過し

なかった。濁度は，地震直後に増加したが，すぐに減

少傾向となり数日間の経過後に地震前の観測値に戻っ

ている。間隙水圧は，基礎岩盤内では地震直後に減少

したが，時間経過とともに地震前の観測値に戻り，堤

体内では地震直後に上昇し，地震前よりわずかに上昇

した値（９８．１kN/m２（１kgf/cm２）前後）に収束した

観測点が多く見られた。コアゾーン下流の観測点では

間隙水圧の上昇は観測されなかった。

（２） 堤体 最大横断面の堤頂部付近において約２０

cm沈下した。２測線（No．１２＋１０．０断面：堤頂中央

の最大横断面付近とNo．１６断面：右岸寄りの横断面）

の層別沈下計測用の塩ビ管がマンホールからそれぞれ

３４cmと１２．５cm突き出していた（写真‐１）。堤体と

右岸の洪水吐との境界近くの堤頂保護アスファルトに

上下流方向の亀裂が２カ所発生していた（写真‐２）。

これらの亀裂は，開削調査によって保護アスファルト

下面路盤で消失し，コアゾーンに到達・存在していな

いことが確認されている。このような箇所の亀裂は平

成７年（１９９５年）兵庫県南部地震で被災した谷山ダ

ム７）や常盤ダム８）などでも発生している。写真‐２の上

流側法肩に見られるような高欄石柱の転倒，高欄石柱

がダム軸に向かって傾倒している箇所があった。この

傾倒は，約１割の石柱に見られ，堤体中央部では少

ない傾向であった。

（３） 地山 右岸地山にある管理道路において既知

の地層の不整合面（葛峰層―小野松沢層）の場所と一

致する箇所で路面上に横断亀裂・段差が発生した。こ

れらの路面変状箇所における路肩の側溝は，これらの

変状につながる亀裂・段差等の変状が目視において認

められなかった。この亀裂・段差が最も大きい箇所に

近接した地山法面では布製型枠の破断や浮き上がりが

生じた。また，堤体に近い右岸地山の旧沢地形におけ

る盛土の重力式擁壁に亀裂等が発生した。堤体に近い

左岸地山の法面においてロックボルトの浮き上がりが

発生した。右岸に位置する取水塔の管理橋の取水塔側

への相対的な移動により橋桁支承が破損，取水塔では

取水ゲートの巻き上げに支障が生じた。

（４） 貯水池への土砂流入 大規模地すべりによる

崩壊土砂の貯水池への流入によって貯水位は約２．５m

上昇した。流入した土砂量は約１５０万m３と推定され

ている。この量は１００年間の設計堆砂量６２万m３の

約２．４倍，非洪水期の有効貯水量１３５１万m３の約

１１％に相当する膨大な量である。

２． 小田ダムの被災状況

小田ダムは中心遮水ゾーン型ロックフィルダム（ブ

ランケット有り），堤高が４３．５m，有効貯水量が

９，０１０千m３，２００５年竣工である。震央距離は約３１

kmである。本ダムは前述の経験則からの旧震度階で

は震度Vの範囲内に位置する。

小田ダムの被災状況は以下に示すとおり顕著な被害

はなく，貯水機能が確保されていた。

（１） 浸透水量・濁度・間隙水圧 浸透水量は，地

震前後において総浸透水量が約１２０L/min 増加した。

地震後，緩やかに減少し１カ月間程で地震前の値と

なった。濁度は，地震直後に増加したが，この濁りは

ドレーン導水管に堆積した酸化鉄，酸化マンガンの流

出による濁りであった。間隙水圧は，地震後にすべて

の観測点で増加した。堤体内に比較して基礎地盤内で

の増加が大きい傾向であった。

（２） 堤体 堤頂の両法肩の縁石コンクリートでの

排水孔がある断面縮小箇所において屈曲し，その両端

において圧壊している箇所が複数箇所において認めら

れた（写真‐３）。これらの箇所において保護アスファ

ルトと縁石コンクリートの接合部に隙間等の変状は認

められず，縁石コンクリートが長軸方向に圧縮を受け

a）No．１２＋１０．０断面 b）No．１６断面

写真‐１ 層別沈下計測用の塩ビ管の突出

写真‐２ 堤体と右岸の洪水吐との境界近くの堤頂の状況

（覆いシート部に上下流方向の亀裂が存在）
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ての破壊と考えられる。

上下流方向に４～７cm，ダム軸右岸方向に７～１５

cm程度，堤体全体が右岸上流側に変位した。層別沈

下計の計測結果から，堤体は左岸側で７cm，中央で

６cm，右岸側で４cmの沈下が発生した。さらに，監

査廊の水準測量によれば左岸部および河床部は約７

cm，右岸部は４～６cmの基盤沈下を生じていた。

（３） 地山 左岸の堤体上流側の池敷き斜面の護岸

において小規模な崩壊が発生した。

IV． 地震時挙動

栗駒，荒砥沢および小田ダムの各ダムの地震観測記

録を表‐１，２および３に示す。表中の各欄の下段の

数値は，基礎部（栗駒ダムでは下部監査廊）の加速度

記録を入力加速度とした場合の加速度増幅率である。

荒砥沢ダムの記録の表‐２での基礎部（監査廊底部）の

上下流方向と右岸地山の鉛直方向における「－」は

１，０２４cm/s２を記録しているが，地震計の計測上限値

（１G）を超過していることから，正確な最大加速度値

が記録されていないと判断される。栗駒ダムの下部監

査廊と右岸地山における最大加速度は，ダム位置が荒

砥沢ダムより震央に近いにもかかわらず荒砥沢ダムの

値に比較して小さい。小田ダムの最大加速度は，基礎

から中間部，堤頂へと値が増加し，堤体内において地

震動が増幅されている。一方，荒砥沢ダムのダム軸方

向ではこの傾向は現れておらず，堤体内で最大加速度

は小さくなっている。鉛直方向はこの増幅傾向が現れ

ているが，堤体内の最大加速度は基盤の値より小さく

なっている。フィルダムにおいて入力加速度（基礎観

測点の加速度）が増加しても，堤頂での加速度の増幅

は一定値に収束するのが一般的である。荒砥沢ダムの

場合，既観測結果から入力加速度がおよそ１００cm/s２

を超えるとおよそ３～４倍程度の増幅９，１０）と考えられ

る。したがって，本地震での堤体の増幅特性は既知の

傾向と異なっている。

荒砥沢ダムの加速度波形を図‐２に示す。基礎部は

堤頂に比較して高い振動数の波形である。堤頂は低い

振動数の波に高い振動数の波がのっているような波形

である。さらに，基礎部の最大加速度のピークに対応

する堤頂でのピークが認められない。これら２観測

点の水平２方向のパワ・スペクトルを図‐３に示す。

基礎部では約５Hz（上下流方向）および約７Hz（ダ

ム軸方向），堤頂で約０．９Hz（上下流方向）および約

１．７Hz（ダム軸方向）にピークが現れている。１９９６

表‐１ 栗駒ダムの記録（上段：
最大加速度（cm/s２），下
段：加速度増幅率）

上下流
方向

ダム軸
方向

標高
（m）

堤頂右岸
５３５
１．９４

５１１
１．１１

２００．０

堤頂左岸
６６６
２．４１

９２２
２．００

２００．０

下部
監査廊

２７６
１．００

４６１
１．００

１５７．３

右岸地山
４２１
１．５３

４６３
１．００

１８３．０

表‐２ 荒砥沢ダムの記録（上段：最大
加速度（cm/s２），下段：加速度
増幅率）

上下流
方向

ダム軸
方向

鉛直
方向

標高
（m）

堤頂 ５２５
４５５
０．５１

６２２
０．９０

２７９．４

中間部
２/３H

５３５
４７８
０．５３

４７０
０．６８

２５０．０

基礎部 ―
８９９
１．００

６９１
１．００

２０５．０

右岸地山 ８４３
７９８
０．８９

― ２８４．５

表‐３ 小田ダムの記録（上段：最大加
速度（cm/s２），下段：加速度増
幅率）

上下流
方向

ダム軸
方向

鉛直
方向

標高
（m）

堤頂
２５４
１．６９

２４８
１．６４

２６９
２．１９

１６８．５

中間部
２/３H

１８５
１．２３

１６４
１．０９

１５１
１．２３

１５０．０

基礎部
１５０
１．００

１５１
１．００

１２３
１．００

１２３．５

写真‐３ 縁石コンクリートの屈曲と圧壊

図‐２ 荒砥沢ダムの加速度波形
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年８月１１日に発生した３回の地震（基礎部で２０～

３０cm/s２の最大加速度）では堤頂の上下流およびダ

ム軸方向が約２．５Hzと約２．７Hz９），２００３年５月２６

日の宮城県沖の地震（基礎部で１００cm/s２前後の最大

加速度）では堤頂で２．３Hz程度１０）にピークが現れて

いた。これらから，大きな入力加速度では堤体の応答

加速度波形の振動数に現れるピークは低い振動数に移

り，土質材料の非線形性による固有振動数の変化を現

していると考えられる。

IV． お わ り に

大きな入力加速度を受けたにもかかわらず，それぞ

れの農業用大ダムは安全性に支障が生じる被害は発生

していなかった。このことは現在の設計基準や施工方

法においてダムの安全性を確保できていることを示し

ていると考えられる。ダムの耐震性の向上のためには

今回得られた特徴的な知見を有益に反映していく必要

がある。荒砥沢ダムでは，ダムサイトの地盤全体が移

動し表面変位計測用の固定点も移動し，ダム堤体や地

山の変位の絶対値を得るための公共基準点からの再測

量に労力・時間を要した。地震後の調査・復旧を迅速

に行うためには，固定点やダム堤体および地山の表面

変位計測点のGPSによる高精度な絶対座標の把握も

今後の地震対策として重要である。

調査の実施や記録の提供等に農林水産省東北農政局

管内および宮城県農林水産部の関係各位にご協力を頂

いた。ここに，記して感謝の意を表します。また，

（独）防災科学技術研究所のKiK-net の観測波形およ

び気象庁の観測波形を用いました。ここに，記して感

謝いたします。
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I． は じ め に

２００８年６月１４日，岩手県奥州市を震源とするマグ

ニチュード７．２の地震が発生した。主な被災地は宮

城県北部と岩手県南部の中山間地域であり，宮城県栗

原市，岩手県奥州市では震度６強を記録した。２００９

年４月７日現在，宮城県内における人的被害は死者

１０人，行方不明者８人，負傷者３６５人であり，公共

施設被害は総額１，０９４億円に及んでいる。

本報では，この地震による宮城県内における被害の

概要を述べる。また県内で最も大きな被害を受けた栗

原市における農地・農業施設被害とその対応等につい

て報告する。なお，荒砥沢ダム等の大規模農業施設被

害については，別途報告されるため，本報では割愛す

る。

II． 宮城県内の被害

１． 被害の概要

震災による県内の人的被害は震度６強が観測され

た栗原市で最もひどく，死者９人，行方不明者８人，

負傷者１８０人であった（表‐１）。避難指示・勧告は栗

原市と大崎市の１５０世帯に出されたが，栗原市の１２０

世帯については２００９年４月７日現在まだ解除されて

いない。公共施設の被害については，農林水産業関係

被害が５９６億円，土木施設被害が４０９億円と，これ

らで総被害額の９割以上を占めた（表‐２）。また，農

林水産業関連のうち農業関連の被害額は２８８億円で

あり，そのうち農地・農業用施設の被害が２８０億円

（５７５カ所）であった。新潟県中越大地震の１兆６千

億円１）と比べ，総被害額は少ないものの，農業・農村

に大打撃を与えた震災であった。

２． 県による被害額把握の過程

県は地震発生後から２００９年４月７日まで６４報の

被害報告を公表している。農林水産業関係被害額は産

業被害として地震発生翌日６月１５日の第４報から公

表された。地震発生から１０日間の農林水産業被害額

の推移をみると，６月２４日に被害額が５９０億円に達

しており（図‐１），県はおよそ１０日で被害のほとん

どを把握していた。

なお，県と栗原市に確認したところ，道路の破壊等

によって立ち入りできない一部の地域を除き，農地・

農業用施設被害の把握が特に遅れた地域はなかったと

のことである。

†宮城大学
††東北大学

地震，宮城県，栗原市，農地・農業施設被害，
災害復旧，災害応急用ポンプ

小特集 平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震による農地・農業用施設の被害報告－３

岩手・宮城内陸地震による宮城県内の農地被害と対応
Responses to Damaged Agricultural Lands by the Iwate-Miyagi Nairiku Earthquake

in Miyagi Prefecture

（CHIBA Katsumi）
千 葉 克 己†

（YONEZAWA Chinatsu）
米 澤 千 夏††

（KATO Toru）
加 藤 徹†

表‐１ 宮城県内の人的被害（２００９．４．７現在）
（人）

市町村 死者 行方不明者
負傷者

計
重傷 軽傷

栗原市 ９ ８ ２８ １５２ １９７
仙台市 １ ０ ３ ２３ ２７
角田市 ０ ０ １ ０ １
塩竈市 ０ ０ ０ １ １
名取市 ０ ０ １ ２９ ３０
利府市 ０ ０ ０ １ １
大崎市 ０ ０ ９ ７２ ８１
色麻町 ０ ０ ０ １ １
加美町 ０ ０ ２ ５ ７
涌谷町 ０ ０ ０ １ １
美里町 ０ ０ ７ １８ ２５
登米市 ０ ０ ２ ７ ９
東松島市 ０ ０ ０ １ １
気仙沼市 ０ ０ １ ０ １

計 １０ ８ ５４ ３１１ ３８３

表‐２ 宮城県内の公共施設被害（２００９．４．７現在）

区分 箇所数
被害額
（千円）

割合
（％）

土木施設被害 ３５９ ４０，８８８，１００ ３７．４
経済商工観光関係被害 ８８１ ７，０９１，７８１ ６．５
農林水産業関係被害 ９８６ ５９，５６９，１８２ ５４．４
文教施設被害 ２５７ ８９６，２４６ ０．８

保健福祉関係被害 ４４ ４４，４５３ ０．０
環境生活関係被害 １４ ８５９，３９３ ０．８
県立病院関係被害 ２ ７０，４７５ ０．１
公営企業関係被害 ８ ２０，８１０ ０．０

その他の公共施設被害 ５０ ２２，０２６ ０．０

計 ― １０９，４６２，４６６ １００．０
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III． 栗原市における農地・農業施設被害とそ
の対応

１． 農地・農業施設被害の概要

栗原市における農地・農業施設の被害額は，約２６

億円，４８４カ所（２００８年８月１３日現在）であり，現

在も復旧工事が行われている。

災害復旧事業は水路３６地区，ため池２０地区，水

田４地 区，道 路９地 区 等，計７２地 区 で 実 施 さ

れ，２００９年４月末まで４５地区で工事が完了している

（表‐３）。復旧が完了していない地区においては，本年

の稲作において灌漑水の不足等が懸念されるが，応急

的な通水等の措置を行っており，灌漑水が極端に不足

している地区はない。

２． 災害応急用ポンプによる灌漑水の確保

この震災では，農業用水路の被災等によって，灌漑

水が不足した水田が少なくなかった。

震災時，稲は分げつ期に当たり，特に水が必要な時

期であった。市内の農家の話では，畦畔の崩壊と田面

の地割れによって１週間程度水を入れられなかった

水田では，分げつ不足によって例年より１～２割程度

収量が低くなったという。

農業用水路が被災し，水田へ通水できなくなった地

区に対し，東北農政局は災害応急ポンプの無償貸出し

を行った。農政局によるポンプの貸出しは震災発生か

ら４日後の６月１８日には行われていたため２），多く

の水田で分げつ不足による減収が回避できたと考えら

れる。なお，栗原市には１３台のポンプが貸出された

（表‐４）。

現在，市内では災害応急ポンプが利用された５地

区のうち，４地区で復旧工事が完了している。しか

し，栗駒文字津花地区では現在も水路の復旧が続けら

れており（写真‐１），約４０ha の水田に通水できない

状況にある。このため，２００９年度も農政局から災害

応急ポンプを借り，灌漑水を確保している（写真‐

２，３）。

３． 市独自の農地復旧の取組み

栗原市は，市内における農地の復旧を進めるため，

国が定める災害復旧事業等に該当しない農地の自力復

旧にかかる費用を助成する独自事業（以下「市単事業」

という）を創設した。１カ所当たり上限６５千円，補

助率２分の１以内とする市単事業で，建設会社等へ

の復旧工事委託費だけでなく，農家が復旧のために使

用する重機等のリース代などにも対応している。

２００８年度の予算は１千万円であり，１５８件の申請

があった。主な内容は崩壊した畦畔の修復，地割れを

直すための床締め，田面の一部が陥没した水田の均平

等であった。

市内には，現在も住民が避難中であるため，震災に

よる被害が把握できていない地区がある。このため，

市は２００９年度もこの事業に百万円の予算を計上して

おり，次年度以降も事業を継続することとしている。

４． 水田の被害と農家の対応

市内には行政に頼らず被災した水田を自力で復旧し

た農家もある。ここでは栗原市栗駒沼倉地区（標高約

１８０m，地形勾配約１/８）の水田被害と農家の対応につ

いて報告したい。

当地区の水田は昭和５０年に重機を利用して自力で

整備された。水田の約３分の１は盛土部（西側）で

ある。この震災によって，遠目からもわかるくらい畦

畔が沈下し（写真‐４），畦畔法面の一部が崩壊した（写

真‐５）。また，田面の一部が陥没していることが確認

された。地区内水田の均平度を５mメッシュで測定

表‐３ 災害復旧事業地区数と復旧
状況（栗原市）

２００９年４月３０日現在

施設 地区数 復旧完了地区数

水路 ３６ ２５
ため池 ２０ ７
水田 ４ ４
揚水機 ２ １
道路 ９ ７
橋梁 １ １

計 ７２ ４５

表‐４ 災害応急用ポンプ設置地区
（栗原市）

地区 台数 備考

栗駒方子沢 １
栗駒文字津花 ２
花山萩ノ原 ４
高清水 １
栗駒沼倉 ２

栗原市一迫総合支所 ３ 配備

計 １３

図‐１ 把握された農林水産業関係被害額の推移（２００８年）
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した結果，田内に最大１５cm以上の標高差が生じた

水田が認められた（図‐２）。

この農家は油圧ショベルをリースし，崩壊した畦畔

を改修するとともに，均平度を修復するため，表土の

まきだしを行った。均平作業については湛水均平工法

も実施した。また，盛土部の地盤に発生した亀裂につ

いては表土をはぎ，人力で修復した。

現在，当地区では畦畔からの漏水が一部で確認され

るものの，随時，締固め等の対応をしており，今年度

の稲作は順調に進んでいる。

IV． お わ り に

震災から１１カ月ほどが経ち，宮城県内の農業・農

村の震災復旧は国，地方自治体，地域住民等の協働に

よって着実に進んでいる。しかしながら，避難指示が

解除されていない栗原市の地区では，現在でも被害の

全容は明らかではなく，つい最近，導水施設の被災が

写真‐４ 被災により沈下した畦畔（矢印）（沼倉地区）
写真‐１ 用水路復旧現場（津花地区）

写真‐５ 崩れた畦畔法面（沼倉地区）

写真‐２ 災害応急用ポンプ（津花地区（２００９年５月））

写真‐３ 災害応急用送水ホース（津花地区（２００９年５月））

図‐２ 震災した水田における震災後の田面均平度
（数字は平均田面標高との差（mm））
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I． は じ め に

２００８年６月１４日午前８時４３分（JST），マグニ

チュード７．２の地震が発生した。おもな被災地は宮

城県北部から岩手県南部にかけての中山間地域であ

り，宮城県栗原市，岩手県奥州市では震度６強を記

録した。土砂崩れや斜面崩壊が多く報告され，死者

１３名，行方不明者１０名にのぼる人的被害のほか，道

路や建造物への被害があった。

農作物，営農施設や農地・農業用施設においても各

種の被害が報告されており，２００８年９月５日時点で

の総被害額は岩手・宮城・秋田・山形各県の合計で

３１１億円となっている１）。宮城県栗原市に位置する荒

砥沢ダムの貯水池上流における大規模地すべりのほ

か，ため池，農地，水路などにおける被害が報告され

ている２）。本報では，被害状況３）および被災後の経過

の人工衛星リモートセンシングによる観測例を報告す

る。地震が発生した時点において，米国のTERRA，

合成開口レーダ（SAR：Synthetic Aperture Radar）

搭載衛星であるドイツのTerraSAR-X など多くの地

球観測衛星が画像を取得している。ここでは日本が打

ち上げた地球観測衛星であるALOS（だいち）によ

る観測画像を用いた４）。

II． 陸域観測技術衛星ALOS（だいち）

２００６年１月２４日 に 宇 宙 航 空 研 究 開 発 機 構

（JAXA：Japan Aerospace Exploration Agency）に

より打ち上げられた陸域観測技術衛星ALOS（Ad-

vanced Land Observing Satellite）は「だいち」の愛

称のもと，継続的な地球観測を行っている。ALOS

（だいち）は，パンクロマチック光学センサである

PRISM（Panchromatic Remote-sensing Instrument

for Stereo Mapping），マルチスペクトラル光学セン

サであるAVNIR-２（Advanced Visible and Near In-

frared Radiometer type２），合成開口レーダである

PALSAR（Phased Array type L-band Synthetic Ap-

erture Radar）の３つのセンサを搭載している。光

学センサの地上分解能は PRISMが２．５m，AVNIR-

２が１０mとなる。PALSARは世界初のフルポーラ

リメトリ（全偏波）観測可能な人工衛星搭載合成開口

レーダであり，観測波長約２４cmの Lバンドを採用

している。入射角，観測幅可変であり，単偏波高分解

能モードでの地上分解能は７～４４mとなる。PAL-

SARの高分解能モードは主にHH偏波による単偏波

観測であるが，HH偏波とHV偏波による二偏波観測

を行うこともある。

ALOSは岩手・宮城内陸地震発生直後より緊急観

測を開始した。PRISMおよびAVNIR-２による観測

では，２００８年７月２日に対象地域の上空にほとんど

雲がない画像が取得された。PALSARは，異なる入

射角および観測方向で繰り返し観測を行っている。

２００８年８月２４日にはフルポーラリメトリモードによ

る観測が行われた。地震発生以降も各センサが繰り返

し観測を行っている。

III． 結果と考察

１． 荒砥沢ダム

荒砥沢ダム（有効貯水量１３，５１０千m３，堤高７４．４

m）は，国営迫川上流かんがい排水事業の一環として

灌漑用水の供給と放流水を利用した発電を目的に着工

された。その後，河川総合開発事業により治水機能を

持たせた多目的ダムとして１９９８年に竣工した５）。本

地震によりダム北岸の貯水池上流で，幅９００m，長

さ，１，３００m，移動土塊量６，７００万m３に及ぶ大規模

地すべりが発生した。ダム内に流入した土砂量は４１７

万m３になる６）。

地震前後にAVNIR-２が観測した荒砥沢ダム周辺の

画像を図‐１に示す。地震前にはダム湖を除いた画像

の範囲のほぼ全域が植生で覆われていた。地震後に取

得された画像として７月２日，９月１７日，１２月４日

の画像を示す。地すべりや斜面崩壊地域によって裸地

になった箇所が地震後の画像では明るくみえる。ダム

†東北大学
††宮城大学

リモートセンシング，地すべり，斜面崩壊，多
目的ダム，ため池，SAR，災害監視

小特集 平成２０年（２００８年）岩手・宮城内陸地震による農地・農業用施設の被害報告－４

陸域観測技術衛星ALOS（だいち）で観測された
２００８年岩手・宮城内陸地震による農地被害

Damage to Agricultural Land due to the Iwate-Miyagi Nairiku Earthquake in２００８
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湖上流の地すべりのほか，周辺の冷沢，ヒアシクラ

沢，シツミクキ沢などでの地すべりや斜面崩壊が認め

られる。ダム湖内への土砂の流入も認められる。地震

発生後，復旧対策のために貯水の放流作業が行われ

た。水位の変化は地震後に継続して取得されている画

像から認められる。１２月４日に取得された画像の一

部は雲に覆われているが，落葉や積雪した地域も認め

られる。PRISMはAVNIR-２よりも観測頻度におい

て劣るものの，地上分解能が高いため水がなくなった

ダム湖の底面の状態などの判読も可能である。

水位の変化は PALSARの画像からも判読すること

ができる。図‐２は地震前後に PALSARの高分解能

モード（２００８年１２月１日のみ二偏波観測のHH偏

波，ほかは単偏波観測）によって継続観測した荒砥沢

ダム周辺の画像である。いずれの画像も観測方向は

ディセンディング（ほぼ北から南），オフナディア角

（観測角）は約３４．３度で取得された。合成開口レー

ダはマイクロ波を用いており昼夜・天候を問わず地表

面を観測でき，光学センサよりも頻繁に地表面の情報

を取得できる。また，大規模な斜面崩壊は，単偏波画

像からわかる地形の変化による後方散乱の変化として

だけでなく，二偏波観測および全偏波観測データの解

析結果にみられる土地被覆の変化によるマイクロ波の

散乱過程の変化としても現れた７）。

２． 権平ため池

宮城県栗原市栗駒西田地区にある権平ため池は，周

辺５ha の水田の灌漑を目的としている。堤項長９０

m，天 端 幅３m，堤 体 積９，７２０m３，有 効 貯 水 量

図‐１ AVNIR-２で観測した荒砥沢ダム周辺
（a）２００６年１０月１７日，（b）２００８年７月２日，（c）２００８年９月１７日，（d）２００８年１２月４日
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１５，０００m３である。地震によって，水田に面した北側

の堤体が崩壊した。

PRISMによって観測された権平ため池の画像を図

‐３に示す。地震直後の７月２日に取得された画像に

おいては，堤体が崩壊していることがわかる。９月

１１日に現地の状況を確認したところ，水田に面した

北側の堤体が崩れ，ビニールシートで覆われていた。

１２月４日に取得された画像では，土砂が取り除かれ

たことが読み取れる。このことは，１２月はじめに復

旧工事が開始されたことと一致する。

ここでみられる変化の観測には，AVNIR-２の地上

分解能は不十分である。ただし，AVNIR-２画像と，

同時観測された PRISM画像とをパンシャープン処理

（低解像度のマルチスペクトル画像と高解像度のパン

クロマチック画像を合成すること）した画像を用いる

と，植生，裸地等の土地被覆の判別が容易になる。

３． 館下地区地すべり

地震によって宮城県栗原市の館下地区地すべり防止

区域において土砂崩落が発生した。農地約０．８ha が

推定で法長１２０m，幅５０mにわたり，約４，０００m３

の土砂とともに滑落，被災した８）。２００８年９月１１日

および２００９年３月１６日に現地を確認したところ，

地すべり箇所はビニールシートで覆われていた。

地すべり箇所は地震前後に取得されたAVNIR-２画

像の比較より，明瞭な土地被覆の変化として判別でき

る。また PRISM画像においても，周辺の植生で覆わ

れた地域よりも明るく現れている（図‐４）。図‐４よ

り，７月２日から１２月４日まで，地すべり箇所に大

きな変化がないことが確認できる。７月２日取得画像

の地すべり箇所の南部に確認できる暗い影は高さ５m

程度の樹木であることを現地調査によって確認した。

１０月９日には落葉していることが画像からわかる。

また，７月２日の PRISM取得画像において地すべり

箇所の北部と南東部にみられる明るい箇所は，地すべ

りを覆うビニールシートとは異なる物質であることが

AVNIR-２とのパンシャープン画像より読みとれる。

HH偏波で観測した PALSARの強度画像の目視判

図‐３ PRISMで観測した権平ため池
（a）２００８年５月１７日，（b）２００８年７月２日，
（c）２００８年１２月４日

図‐２ PALSARで観測した荒砥沢ダム周辺
（a）２００８年５月３１日，（b）２００８年７月１６日，
（c）２００８年８月３１日，（d）２００８年１０月１６日，
（e）２００８年１２月１日，（f）２００９年１月１６日

図‐４ PRISMで観測した館下地すべり地域
（a）２００８年５月１７日，（b）２００８年７月２日，
（c）２００８年１０月９日，（d）２００８年１２月４日
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読では変化を確認できなかった。SARの強度画像に

現れるのは地表面の変化によるマイクロ波の後方散乱

の変化である。この地すべりでは大規模な地形の変化

は発生しておらず，また被災箇所をビニールシートで

覆ったことは明瞭な後方散乱の変化をもたらなさな

かったと考えられる。

IV． お わ り に

人工衛星による観測画像は，災害発生後の緊急観測

による被害の把握のみならず，復旧過程のモニタリン

グにも利用できる。被害地域の抽出においては，地震

前後に取得された画像の比較が有用である。災害発生

前からの観測データの蓄積が望まれる。

地震による個々の農地被害を人工衛星リモートセン

シングによって把握するには，センサの地上分解能に

対する被害の規模を考慮する必要がある。農地・農業

用施設の被害は，規模数１０m以下の場合がほとんど

である。地上分解能１m以下の高分解能衛星画像の

利用が考えられるものの，ALOSによる観測画像と

比較すると現状では高価である。ダム湖等の大規模な

水域の変化を追跡する場合には，PALSARなどの合

成開口レーダの画像を利用することも考えられる。
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